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１．背景 

我が国では，2050 年までに温室効果ガスの排出を全体と

してゼロにするカーボンニュートラル目標が宣言された．

この野心的な目標の達成に向けて，再生可能エネルギーな

どの様々なエネルギー技術を活用し，費用対効果の高い手

段によって，抜本的なエネルギー需給構造の転換を図る必

要性が高まっている．この転換に向けて，温室効果ガスの

削減に伴う費用と，費用に影響する具体的な要因を明らか

にし，カーボンニュートラルの達成に向けて重要となる技

術の導入に向けた方策を策定することが重要となる．

これまで，温室効果ガスの削減に伴う費用を評価した研

究は多数報告されている 1-3)．従来の研究においては，費用

に関する評価指標の一つとして，二酸化炭素を追加的に 1 t

削減するのに必要な費用である CO2 限界削減費用(MAC: 

Marginal abatement costs of CO2)が用いられる傾向にある．

他方で，MAC は最適化モデルにおける CO2 排出量制約式

の潜在価格などによって推計されるものの，その決定メカ

ニズムは単純ではなく，MAC を決定する要因については必

ずしも明らかになっていない．

そこで本研究では，温室効果ガスの削減に伴う費用とそ

の決定要因をより明確に評価するために，技術選択モデル

を用いた MAC の評価手法の検討を行った．本研究では，

MAC の推計方法として，CO2 排出量の潜在価格によって評

価する方法と，CO2 排出量制約を微小変化させた前後で 2

回最適化計算を行う微分計算法の 2 種類を検討し，各ケー

スにおけるMACや，MACを決定する要因の特定を行った． 

２．技術選択モデルによる MAC の評価手法 

2.1 技術選択モデル 

本研究では，大槻ら 4), および川上ら 5)によって開発され

た，我が国のエネルギーシステム全体を対象とする技術選

択モデルをベースとした評価を行った．本モデルは，各エ

ネルギー技術の資本費などを入力値とし，線形計画法に基

づき，排出量制約や電力需給などに関わる各種制約下にお

いて，エネルギーシステム全体における費用が最小となる

エネルギー技術の導入量などを出力する．選択の対象とす

る技術は発電，エネルギー転換，産業，運輸，家庭，業務

の各部門における約 300 の技術とし，一次エネルギー供給

からエネルギー転換，二次エネルギー，地域間輸送，最終

消費までをフロー化している（図 1）．

本モデルは，技術 k, 時点 y [年]の資本費 ivck,y [円/年]，燃

料費 vock,y [円/年]，O&M 費 fock,y [円/年]，エネルギー調達

費 flck,y [円/年]の総和を総コスト ack,y [円/年] とし，式(1)

に示す目的関数によって割引後累積コストが最小となるよ

うに各技術の導入量 xk,y を求める．なお，価格は全て 2019

年実質価格として扱った．本研究では計算の最終年度 yeを

2080 年とし，その間は 2019 年, 2030 年, 2040 年, 2050 年，

2065 年で計算を行った．なお，分析の主な対象年は 2050 年

とするが，終端効果を考慮するため計算自体は 2080 年まで
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行っている．
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式中において，YEARy: 時点 y が代表する年の集合（例えば

2030 年は 2026～2035 年），BY: 分析初年（= 2019 年）とす

る．

代表的な制約条件として，CO2 排出量制約，各時間にお

ける電力需給バランス，立地条件に依存する各電源の導入

量上限制約，供給予備力制約，負荷追従制約などを与えて

いる 4)． 

本研究では，Mosel を用いて線形モデルを記述し，ソル

バーである Xpress を用いることによって解を得た． 

図 1 モデル化したエネルギーシステム

2.2 MAC の評価手法 

本研究では，2 種類の方法により MAC の推計を行った．

1 つめの方法は，従来の研究で多く行われている方法と同

様に，双対問題の最適解として得られる CO2排出量制約式

の潜在価格を MAC として扱う方法である．これを定式化

すると式(3)の通り表せる．この方法では，1 回の最適計算

によって MAC が得ることができるが，MAC を決定する具

体的な要因の特定は困難である．
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2 つめの方法は，CO2排出量制約を微小変化させた前後で 2

回最適化計算を行い，2 回の計算結果における各技術の導

入量の微小変化分Δxk,yと，前提条件で与えている各種費用

から MAC を評価する方法である．この方法を本研究では

微分計算法とし，これを定式化すると式(4)の通り表される．

微分計算法では，CO2 排出量制約の潜在価格を計算する方

法と比較して計算時間は倍になるが，MAC を決定する具体

的な技術などの特定を行うことが可能である．
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３．モデル計算の前提条件 

3.1 ケース設定 

本研究では，MAC に影響を与えると想定される要素とし

て，原子力発電の利用可否，CCSによるCO2の貯留可能量，

燃料価格を考慮し，表 1 に示す通り(1) ベースケース (2) 

原子力撤廃ケース (3) 低CCSケース (4) 高燃料価格ケー

スの計 4 種類のケースを設定した．

(1) ベースケースにおいては，既存および建設中の原子

力発電所のみが 60 年運転で稼働するとし，2050 年時点で

23 基（23.7 GW）が残存するとした．CCS による CO2 の貯

留可能量は国内貯留のみを対象とし，CCS 長期ロードマッ

プ検討会の中間とりまとめ 6)における国内貯留量 1.2₋2.4 

億 t₋CO2/年を参考に，その中間値である 1.8 億 t₋CO2/年と

した．また，燃料価格は，国際エネルギー機関（IEA:

International Energy Agency）の World Energy Outlook 20217)

における Sustainable Development Scenario (SDS)を基に設定

した（図 2 実線部）．

次に，(2) 原子力撤廃ケースでは，ベースケースを基準に，

原子力を利用しないケースとした．(3) 低 CCS ケースでは，

地理的要因などにより CO2貯留可能が十分に行えないこと

を想定し，CCSによるCO2貯留可能量をベースケースの 1/3

に相当する 0.6 億 t/年とした．(4) 高燃料価格ケースでは，

2030 年まで 2022 年時点の価格高騰が継続し，2050 年時点

で SDS の燃料費の 2 倍になるとした（図 2 点線部）． 

なお，いずれのケースにおいても，2050 年における水素

の輸入価格は32円/Nm-H2, アンモニアの燃料価格は44,730

円/t, 合成メタン輸入価格は 157,200 円/toe とした． 

表 1 ケースの設定

原子力
CO2貯留 

可能量
燃料費

(1) ベース あり
1.8 億 

t/年 
WEO 2021 準拠 

(2) 原子力

撤廃
なし

(3) 低 CCS

あり

0.6 億 

t/年 

(4) 高燃料

価格

1.8 億 t/

年

WEO 2021 

2 倍相当(2050 年) 

輸入エネルギー 国内資源
純国産燃料

エネルギー転換 二次エネルギー

最終消費

CO2回収・貯留

化石燃料
水素
アンモニアなど

水力
地熱
再エネなど

都市ガス製造
石油精製など

電力
液化メタンなど

CO2回収
地層貯留など

地域内送配
CO2

CO2

産業（主要素材）・運輸・家庭・業務
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図 2 一次エネルギー燃料価格の想定[円/1000kcal] 

3.2 エネルギーサービス需要の想定 

エネルギーサービス需要（以下，サービス需要）は，産

業（鉄鋼，化学，セメント，紙・パルプ，その他産業），運

輸（旅客，貨物），家庭（照明，冷房，暖房，厨房），業務

（照明，冷房，暖房，厨房）を対象に計 37 とした．モデル

内では，各部門の中でサービス需要をさらに細分しており，

例えば運輸（旅客）では，旅客自動車，バス，船舶，鉄道，

航空機の 5 種類に細分している． 

2080 年までのサービス需要は，1 人あたり GDP の予測な

どに基づき，回帰的に推計を行った．例えば，鉄鋼生産を

一例として取り上げると，産業 GDP を説明変数として，将

来までの鉄鋼生産量の予測を行っている（2030 年以降は横

置き）．表 2 に代表的なサービス需要の推計結果を示す．な

お，表中の GDP と人口は，一部のサービス需要を回帰予測

するための説明変数であり，参考として示している．

電力需要や熱需要については，各サービス需要を満たす

ために選択された各技術の導入量により内生的に決定され

る．例えば，鉄鋼生産において電炉が選択された場合にお

いては，それに応じてモデル内で電力需要が増大する．

表 2 主なサービス需要・マクロ前提条件の想定

単位 2019 2030 2050 

鉄鋼生産量 万 t 9,843 9,043 9,043 

エチレン

生産量
万 t 628 570 620 

セメント

生産量
万 t 5,810 5,560 5,960 

紙生産量 万 t 2,503 2,156 2,316 

旅客自動車

輸送量
億人・km 9,096 8,302 6,874 

トラック

輸送量
億 t・km 2,154 2,316 2,768 

実質 GDP 

(2015 年 

基準) 

兆円 551 665 930 

人口 億人 1.26 1.18 1.03 

3.3 CO2回収・貯留技術の想定 

CO2 回収は，燃焼前回収と燃焼後回収，直接空気回収

（Direct Air Capture: DAC）を対象とした．燃焼前回収は物

理吸収法に基づき IGCC や石炭ガス化炉などに設置するも

のとし，燃焼後回収は固体吸収剤方式に基づきガス火力発

電機や高炉に設置するものとした．いずれの回収技術も，

改造を想定した既設プラントへの設置と，新設プラントへ

の設置の両方を考慮している．

2050 年における CO2 回収の資本費（年額換算）と O&M

費の合計は，各種文献 8), 9)を参考に，952 円/(t₋CO2/年)（燃

焼前回収），781 円/(t₋CO2/年)（燃焼後回収），4,109 円(t₋CO2/

年)（DAC）とした（CO2圧縮液化費を含む）．また，CO2回

収における消費電力は，355 kWh/t₋CO2（燃焼前回収）, 184 

kWh/t₋CO2（燃焼後回収）, 1,316 kWh/t₋CO2（DAC）とした．

また，CO2 貯留の費用は，CO2 輸送費（国内 300km）を含

め，各種文献 10), 11)を参考に 4,964 円/t₋CO2とした． 

3.4 太陽光・風力発電の想定 

太陽光と風力発電の資本費は 2021 年発電コスト検証

WG・調達価格等算定委員会等の資本費を基に，累積生産量

に応じて生産コストが低下する前提に基づく学習曲線によ

って推計を行った．なお，太陽光発電については，設置の

規模によって資本費が異なることを考慮し，調達価格等算

定委員会で示されている資本費の上位 15%，50%，下位 15%

を参考に，資本費を 3 段階にランク付けを行った． 

2050 年における資本費の想定値は，10.6‐14.4 万円/kW

（地上設置型太陽光），12.7‐23.7 万円/kW（建物設置型太

陽光），30.2 万円/kW（陸上風力），33.6 万円/kW（着床式洋

上風力），43.7 万円/kW（浮体式洋上風力）とした． 

地上設置型太陽光発電と風力発電の導入量上限は，雑草

地・しの地・裸地・再生困難な荒廃農地などの自然環境へ

の影響が小さいと考えられる場所や，再エネ海域利用法に

基づく「促進区域」の対象となる海域に発電設備を設置す

る前提の下，文献 12),13)に倣って 2021 年 4 月時点の GIS デ

ータを用いて推計を行い，地上設置型太陽光発電 65.4 GW, 

陸上風力 23.4 GW, 洋上風力 405.1 GW とした．また，建物

設置型太陽光発電の導入量上限は，環境省 14)を参考に，戸

建住宅設置 166.9 GW, その他建物設置 288.3 GW とした． 

４．モデルによる技術選択結果 

4.1 旅客自動車輸送における導入技術 

各ケースにおけるエネルギー技術の導入状況を確認する

ため，サービス需要の一つである旅客自動車輸送量を一例

として取り上げ，2050 年における旅客乗用車の保有台数を

図 3 に示す．  

旅客自動車は，ガソリン車，プラグインハイブリッド車，
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ハイブリッド車，電気自動車，ディーゼル車，燃料電池車，

バイオ燃料車，CNG 車を選択の対象とした．ただし，長距

離を走行するユーザが一定数存在すると仮定し，航続距離

が短いとされる電気自動車については， 導入量が全車種の

うちの 8 割までとする制約を課している． 

これらの自動車の中から，車体価格や燃料価格，地域や

時間帯などによって異なる電力価格（モデル上では電力限

界費用）が考慮され，DAC の利用を前提としたガソリン車

（車両価格 212 万円/台），もしくは電気自動車（車両価格

224 万円/台）が選択された． 

ケース毎の違いに着目すると，低 CCS ケースでは，他の

ケースと比較して電気自動車が多く導入されており，より

電化が行われる結果が示された．これは，想定した車体価

格や燃料価格，およびモデル解である 2050 年における電力

限界費用（低 CCS ケース: 地域・年平均 16.3 円/kWh）の条

件下では，電気自動車よりガソリン車と DAC を組み合わ

せた方がコスト優位となるが，低 CCS ケースでは CO2 貯

留可能量が厳しく制約されているため，相対的にコストが

高い電気自動車が導入されているためである．

図 3 2050 年における旅客自動車の保有台数[万台] 

4.2 発電電力量 

2050 年における発電電力量を図 4 に示す．ベースケース

では，全体の発電量の約 5 割が再生可能エネルギーによっ

て賄われ，残りの 5 割は原子力発電，CCS 付ガス火力，ア

ンモニア・水素火力によって賄われる結果が示された．

原子力撤廃ケースにおいては，原子力発電の代わりに洋

上風力がベースケースに対して多く導入されており，再エ

ネ比率は約 7 割となっている．低 CCS ケースにおいては， 

CO2貯留可能量制約によって DAC の導入が抑制され，DAC

で用いられる電力消費量が小さくなるため，他ケースと比

較して全体の発電量が低下する結果となった．また，ガス

火力に設置する CCS による CO2 貯留も制約されるため，

CCS 付火力の代わりにアンモニア・水素火力がより多く導

入されている．高燃料価格ケースにおいては，一部のガス

火力の代わりに，洋上風力が多く導入され，再生可能エネ

ルギーの比率は約 7 割となった．

図 4 2050 年における発電電力量[TWh] 

4.3 CO2貯留量 

2050 年における CO2貯留量の内訳を図 5 に示す．同図に

おいて，赤の横線が制約条件として与えた CO2貯留可能量

の上限を示しており，いずれのケースにおいても貯留可能

量の上限まで CO2貯留が行われていることが示されている． 

ベース・原子力撤廃・高燃料価格ケースにおいては，全

CO2貯留のうち約半分が DAC による回収となっており，運

輸分野における CO2 や，産業分野におけるボイラからの

CO2などが DAC によって回収されている． 

低 CCS ケースにおいては，主にガス火力やバイオマス火

力からの CO2 貯留が優先され，全体の CO2 貯留に対する

DAC の比率は他のケースと比較して小さい結果となった． 

図 5 2050 年における CO2 貯留の内訳[億 CO2-t/year] 

５．MAC の評価結果 

5.1 CO2排出量制約の潜在価格 

想定した 4 つのケースにおいて，CO2排出量制約を 2030

年で 6.8 億 t₋CO2（2013 年度比 46%減），2040 年で 3.4 億 

t₋CO2，2050 年で 0 t₋CO2 とした場合における CO2 排出量制

約の潜在価格の推移を図 6 に示す． 

ベースケースおよび原子力撤廃ケースにおける CO2排出

量制約の潜在価格は 5.7 万円/t₋CO2と推計された．また，低

CCS ケースにおける潜在価格は 7.4 万円/t₋CO2 となり，対

象とした 4 つのケースの中で最も高い値となった．また，

高燃料価格ケースにおいては，全ケースの中で最も低い 4.8

万円となったが，これは化石燃料を用いて CO2を排出する

従来技術と，低炭素技術との費用差が小さくなったことに

よって，CO2 を追加的に削減するための費用が小さく見え

ていることに留意する必要がある．

0

1000

2000

3000

4000

5000

ベース 原子力撤廃 低CCS 高燃料価格

自
動
車
保
有
台
数

[万
台

]

CNG車
バイオ燃料車
燃料電池車
ディーゼル車(ICEV)
電気自動車
ガソリン車(HEV)
ガソリン車(PHEV)
ガソリン車(ICEV)

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

2020(実績) ベース 原子力撤廃 低CCS 高燃料価格

発
電
電
力
量

[T
W

h]

その他
アンモニア・水素
石油
石炭
ガス
原子力
太陽光（地上設置）
太陽光（建物）
洋上風力
陸上風力
地熱
バイオマス
水力

0

1

2

3

ベース 原子力撤廃 低CCS 高燃料価格

C
O

2貯
留
量

[億
C

O
2-

t/y
ea

r]

高炉
石炭火力
バイオマス火力
ガス火力
DAC
貯留量上限

4

IEEJ：2023年2月掲載 禁無断転載



図 6  CO2排出量制約の潜在価格[万円/t₋CO2] 

5.2 ベースケースにおける MAC の決定要因 

ベースケースを対象に，2050 年における CO2排出量制約

を 0 t₋CO2としたケースと，1,000 t₋CO2としたケースの 2 パ

ターンの計算を行い，それぞれのケースにおける各種技術

の導入量等の差分から，CO2 排出量ゼロを達成するために

最後の 1,000 t₋CO2を削減する際に追加的に導入される設備

や費用などの分析を行った（図 7）． 

その結果，ベースケースにおいては，最後の 1,000 t₋CO2

を追加的に削減するために，合成メタン 1,400 万 toe が追

加的に輸入されることが確認された．この合成メタンの燃

料費の増分を CO2 削減量(1,000 t₋CO2)で除すると 8.9 万円

/t₋CO2 となる．この合成メタンが追加的に輸入されたこと

によって LNG の輸入量が減少し，LNG の輸入費用も減少

した．また，CO2を大気に排出する LNG の消費量が減少し

たことによって，電力を消費する DAC の導入量も減少し，

発電用のアンモニア燃料の輸入量も減少することも確認さ

れた．このように，ベースケースにおいて最後の 1,000t₋CO2

を排出するために合成メタンが追加的に輸入されるが，

MAC は様々な技術の相互作用により決定される． 

このことを踏まえ，合成メタンの燃料費の増分から，こ

れらの費用の減少分を差し引いた費用は 5.8 万円/t₋CO2 と

なり，5.1 節で評価した CO2 排出量制約の潜在価格に概ね

一致した．すなわち，MAC を決定する要因を明確にする上

で，本研究で検討した微分計算法は有効である．

図 7 微分計算法における導入技術・燃料費の変化

（ベースケース・2050 年）[万円/t₋CO2] 

5.3 ケース毎の MAC の決定要因の差異 

ケース毎の MAC の決定要因の違いを見るために，2050

年における MAC が最も高かった低 CCS ケースを対象に， 

最後の 1,000 t₋CO2を削減するために追加的に導入される設

備などの分析を行った（図 8）． 

その結果，低 CCS ケースにおいては 1,000 t₋CO2 を追加

的に削減するために，主に DAC が追加的に導入（922 t₋CO2）

されることが確認された．ただし，図 5 で示した通り CO2

貯留可能量は上限に達しているため，モデル上においては

DAC による CO2 貯留を行うために，CCS 付ガス火力によ

る CO2貯留量を削減し，CCS 付ガス火力をアンモニア火力

が代替している．また，残りの 78 t₋CO2の削減は，電気自

動車の導入などによって行われていることが確認された．

このことを踏まえ，DAC とアンモニア火力などの追加費用

分から，ガス火力の費用等を差し引いた値は 7.3 万円/t₋CO2

となり，CO2排出量制約の潜在価格に概ね一致した． 

ここで，一次エネルギー供給における天然ガスの供給量

に着目すると，ベースケースでは 45 Mtoe であり，そのう

ち 16 Mtoe が CCS によって燃焼時の CO2 が回収され，残

りの 29 Mtoe が DAC によって回収されている．他方で，低

CCS ケースにおける天然ガスの供給量は 6 Mtoe であり，こ

のうちほぼ全ての天然ガスは CCS によって燃焼時の CO2

が回収されている．低 CCS ケースにおいては，天然ガスの

消費が抑制され，合成メタンによる CO2 削減の余地が限ら

れるため，最後の 1,000t を削減するために，合成メタンで

はなく DAC が用いられたと考えられる． 

これまでと同様の方法に基づき，設定した 4 つの全ての

ケースで MAC の決定要因を分解した結果を図 9 に示す．

その結果，最後の 1,000 t₋CO2を削減するために，ベースケ

ースと原子力撤廃ケースにおいては合成メタンが追加的に

輸入されている一方で，低 CCS ケースと燃料価格高騰ケー

スにおいては，アンモニア燃料の輸入増大によるコスト上

昇が大きくなっていることが確認された．アンモニア燃料

の増大は，詳細な要因の特定は今後の検討課題であるが，

前述の通り DAC と関連していると考えられる． 

また，燃料価格高騰ケースにおいても，アンモニア燃料

の増大が主に MAC の決定要因となっており，同ケースで

も DAC の追加導入（698 t₋CO2）が関連しているとみられ

る．同ケースでは，燃料価格が高騰したことによって，ガ

ス火力の代わりに再生可能エネルギーの導入が進み（図 4），

DAC で消費する電力の価格が低減されている．同ケースの

地域・年平均の電力限界費用は 16.1 円/kWh となり，他の

ケースと比較して最も小さい（ベース: 17.0 円/kWh, 原子力

撤廃: 16.6 円/kWh, 低 CCS: 16.3 円/kWh）．そのため，最後

の 1,000 t を削減するために，合成メタンの輸入よりも DAC

の追加導入の方が経済的となり，DAC が MAC の決定要因
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となったと推察される．

図 8 微分計算法における導入技術・燃料費の変化

（低 CCS ケース・2050 年）[万円/t₋CO2]  

図 9 2050 年における MAC の決定要因の分解 

[万円/t₋CO2] 

６．結論 

本研究では，微分計算法を用いることによって，2050 年

に CO2排出量を正味 0 t₋CO2とする場合における，MAC を

決定する要因の評価を行った．これにより，CO2 排出量制

約の潜在価格で MAC を推計する方法と比較し，MAC の決

定要因がより明確になる．本研究で想定した特定のシナリ

オの下では，合成メタンや DAC などが MAC を決定してい

る要因となっていることが確認されたが，CN に向けて

MAC を削減する上では，MAC を決定する技術のコスト削

減に加え，その技術に関連するインフラコストや電力費用

なども削減することも検討に資する．また，MAC が特に高

い技術については，R&D などといった技術革新を促すよう

な政策の検討も必要となりうる．

本研究では，2050 年の CO2 排出量 0 t₋CO2を達成する場

合の MAC と決定要因の特定を行ったが，対象年や CO2 排

出量制約に違いによる評価は課題の一つとして挙げられる．

また，前提条件やモデル計算結果から推計される技術の導

入費用の序列関係を明確にすることも今後重要となり，こ

れらの検討によって，CO2 排出量の削減レベルに応じた重

要技術を特定できることが期待される．

これまでの政策評価などにおいても，MAC などのコスト

指標を用いた評価が参照されてきた一方で，その算出過程

を明確にすることは重要である．これにより，CO2 の大規

模削減において，重要技術の普及に向けた方策や，MAC を

削減するための具体的な方策の検討への貢献が期待される． 
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